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合併協議の取組と経緯 
 
１ これまでの経過 

年  月  日 内        容 
平成１５年 ３月 ３日 
 

比企地域８市町村で第１回「比企地域任意合併

協議会」を開催 
      ３月２８日  第２回「比企地域任意合併協議会」を開催 
      ４月１５日  第３回「比企地域任意合併協議会」を開催 
      ５月２１日  第４回「比企地域任意合併協議会」を開催 

２町が、法定合併協議会設置議案の６月定例会

提出困難の旨を表明 
「比企地域任意合併協議会」を解散 

      ７月２２日  比企地域３町３村で第１回「比企地域３町３村
合併研究会」を開催 

      ８月 ６日  第２回「比企地域３町３村合併研究会」を開催 
      ８月２７日  第３回「比企地域３町３村合併研究会」を開催 
     １０月 ２日  第４回「比企地域３町３村合併研究会」を開催 
     １１月 ５日  第５回「比企地域３町３村合併研究会」を開催 
     １１月２６日  埼玉県知事へ合併重点支援地域の指定等の要望

書を提出 
     １２月 １日  比企地域３町３村で「比企地域３町３村合併協

議会」を設置 
     １２月 ５日  第１回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 
     １２月１２日  「まちづくりに関する住民アンケート」の実施 
平成１６年 １月２１日  第２回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 
      ２月２０日  第３回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 
      ３月１８日  第４回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 
      ４月２１日  第５回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 
      ５月２０日  第６回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 
      ６月２４日  第７回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 
      ７月１３日  滑川町が住民投票の結果を受けて、協議会から

の離脱を表明 
      ７月２２日  第８回「比企地域３町３村合併協議会」を開催 

 協議会の廃止を確認 
      ８月３１日  「比企地域３町３村合併協議会」を廃止 
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平成１６年１０月１８日 「２村合併に関する住民アンケート」の実施 

１１月 １日 都幾川村、玉川村で「都幾川村・玉川村合併協

議会」を設置 
     １１月１２日  第１回「都幾川村・玉川村合併協議会」を開催 
     １１月２４日  第２回「都幾川村・玉川村合併協議会」を開催 
     １２月１３日  第３回「都幾川村・玉川村合併協議会」を開催 
     １２月２１日  第４回「都幾川村・玉川村合併協議会」を開催 
平成１７年 １月２６日  第５回「都幾川村・玉川村合併協議会」を開催 

 すべての協定項目の協議を終了 
   ２月１７～１９日  ４会場で「合併に関する住民説明会」を実施 
      ２月２４日  第６回「都幾川村・玉川村合併協議会」を開催 
      ３月 ５日  合併協定書調印式 

 
 
２ 今後の予定 

年  月  日 内        容 
２村議会に合併関連議案提出、議決 平成１７年 ３月 
埼玉県知事へ廃置分合申請書を提出 

      ７月 埼玉県議会による合併についての議決 
      ８月 総務大臣による合併についての官報告示 
平成１８年 ２月 １日 新町発足 
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都幾川村・玉川村合併協定書 

 

１ 合併の方式 

合併の方式については、比企郡都幾川村及び同郡玉川村を廃し、その

区域をもって新しい町を設置する新設合併とする。 

 

２ 合併の期日 

合併の期日は、平成１８年２月１日とする。 

 

３ 新町の名称 

新町の名称は、「ときがわ町」とする。 

 

４ 新町の事務所の位置 

（１）新町の事務所の位置は、比企郡玉川村大字玉川２４９０番地（現在

の玉川村役場）とする。 

（２）現在の都幾川村役場は、新町の分庁舎とする。 

 

５ 新町建設計画 

新町建設計画は、別添の「新町建設計画」に定めるとおりとする。 

   ※新町建設計画の添付は、省略します。 

 

６ 地域自治組織の取扱い 

（１）市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第５条

の４に規定する地域審議会、同法第５条の５に規定する地域自治区及

び同法第５条の８に規定する合併特例区は、新町において設置しない

ものとする。 

（２）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０２条の４に規定する

地域自治区の設置については、新町において検討する。 
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（３）各地域の均衡ある発展及び地域住民の連帯の強化を住民と協働で推

進するため、都幾川村の区域及び玉川村の区域に、非常勤の特別職と

して、参与を置くことができる。 

 

７ 議会の議員の定数及び任期の取扱い 

（１）新町の議会の議員の定数については、１６人とする。 

（２）議会の議員の任期については、合併の日の前日までとし、市町村の

合併の特例に関する法律第７条に規定する在任特例は適用しない。 

（３）新町の議会の議員の報酬額については、合併時に再編する。 

 

８ 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い 

（１）新町に一つの農業委員会を置く。 

（２）農業委員会の選挙による委員であった者については、市町村の合併

の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、合併後６か

月間引き続き新町の農業委員会の選挙による委員として在任する。 

（３）在任期間の報酬額については、都幾川村の例により、合併時に統合

する。 

（４）在任特例適用後の新町の農業委員会の選挙による委員の定数につい

ては、１３人とし、選挙区は設けないこととする。 

 

９ 一般職の職員の身分の取扱い 

（１）都幾川村及び玉川村の一般職の職員については、市町村の合併の特

例に関する法律第９条の規定により、すべて新町の職員として引き継

ぐものとする。 

（２）職員数については、新町において定員適正化計画を策定し、定員管

理の適正化に努めるものとする。 

（３）職名及び任用については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点

から、合併時に統一を図る。 
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（４）給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から、調整し

統一を図る。なお、合併時、現職員については、現給料月額を保障す

る。 

 

10 地方税の取扱い 

（１）個人市町村民税 

① 均等割の税率については、標準税率の３，０００円とする。 

② 所得割の税率については、２村で同一のため、現行のとおりとす

る。 

③ 特別徴収、普通徴収の納期については、２村で同一のため、現行

のとおりとする。 

④ 減免については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

（２）法人市町村民税 

① 均等割、法人税割の税率については、２村で同一のため、現行の

とおりとする。 

② 減免については、合併時に再編する。 

（３）固定資産税 

① 税率については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

② 納期については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

③ 減免については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

（４）軽自動車税 

① 税率については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

② 納期については、合併時に統合する。 

③ 減免については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

（５）市町村たばこ税 

税率については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

（６）鉱産税 

① 税率については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 
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② 課税免除については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

③ 納期については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

（７）特別土地保有税 

徴収猶予分については、新町に引き継ぐ。 

（８）入湯税 

① 税率については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

② 課税免除については、合併時に再編する。 

③ 徴収方法については、２村で同一のため、現行のとおりとする。 

 

11 財産の取扱い 

２村の所有する財産及び債務は、すべて新町に引き継ぐものとする。 

 

12 特別職の職員の身分の取扱い 

（１）新町に町長のほか常勤の特別職として、助役、教育長を置く。なお、

収入役の設置については、新町において検討する。 

① 人数及び任期については、各法令の定めるところによる。 

② 報酬額については、現行報酬額及び同規模の自治体の例をもとに

合併時に再編する。 

（２）行政委員（農業委員会委員を除く。）の委員数及び任期については、

各法令の定めるところによる。報酬額については、現行報酬額及び同

規模の自治体の例をもとに合併時に再編する。 

（３）審議会、委員会等の附属機関については、次のとおりとする。 

① 両村に設置されているものについては、合併時に再編する。 

② ２村のいずれかに設置されていて、新町において引き続き設置す

る必要のあるものについては、合併時に統合する。 

③ 人数、任期及び報酬額については、現行の制度をもとに合併時に

再編する。 

 

 

6



（４）その他の非常勤の特別職で、新町において引き続き設置する必要の

あるものについては、現行の任期、報酬額をもとに調整し、新町にお

いて新たに設置する。 

（５）新町の町長の職務執行者については、２村の長が別に協議して定め

る。 

 

13 条例、規則等の取扱い 

条例、規則等の取扱いについては、合併協議会で協議・承認された各

種事務事業等の調整内容に基づき、次の区分により整備するものとする。 

（１）合併と同時に町長職務執行者の専決処分等により、即時制定し、施

行させるもの 

（２）合併後、一定の地域に暫定的に施行させるもの 

（３）合併後逐次制定し、施行させるもの 

 

14 事務組織及び機構の取扱い 

（１）新町の事務組織及び機構については、合併時までに再編する。 

（２）事務組織及び機構の再編に当たっては、分庁方式による窓口分散等、

住民の混乱を招かないよう、わかりやすく、利用しやすい組織及び機

構に整備する。 

 

15 一部事務組合等の取扱い 

（１）都幾川、玉川水道企業団については、合併の日の前日をもって解散

し、合併の日にすべての事務及び財産を新町に引き継ぐ。また、一般

職の職員は、新町の職員として引き継ぐものとする。 

（２）小川地区衛生組合、比企広域市町村圏組合、埼玉県市町村職員退職

手当組合、埼玉県市町村消防災害補償組合、埼玉県市町村交通災害共

済組合、彩の国さいたま人づくり広域連合については、２村は、合併

の日の前日をもって脱退し、新町において合併の日に加入する。 

 

7



16 使用料、手数料等の取扱い 

（１）使用料については、原則として現行のとおりとする。ただし､同一又

は類似する施設の使用料については、可能な限り速やかに統合を図る。 

（２）占用料については、原則として合併時に再編する。 

（３）手数料については、２村におけるこれまでの料金改定の経緯や、受

益者負担の原則を基本に、サービスに対する適正な負担額を決定し、

合併時に統合する。 

 

17 公共的団体等の取扱い 

共通の目的を持ち、２村合併により一体性が必要とされる公共的団体

については、特別の事情がある場合を除き、各団体の事情を尊重しなが

ら、統合又は再編するよう調整に努めるものとする。 

 

18 補助金、交付金等の取扱い 

補助金、交付金等については、２村における従来からの経緯、実情等

に配慮しつつ、公益性、有効性、公平性の観点から見直しを図り、次の

方針により調整する。 

（１）２村で同一あるいは、同種の団体に対する補助金等については、関

係団体等の理解と協力を得て、できるだけ早い機会に統合の方向で調

整する。 

（２）２村独自の補助金等については、従来の経緯、実績を尊重し、新町

全体の均衡を保つように調整する。 

（３）事業の方向性を考慮し、整理、統合できる補助金等については、各

担当課により統合又は廃止の方向で調整する。 

 

19 字名の取扱い 

字の区域及び名称については、原則として現行のとおりとする。 
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20 慣行の取扱い 

（１）村章、村の花等、村民憲章、宣言、村表彰等については、新町にお

いて再編する。 

（２）名誉村民制度については、新町において再編する。 

（３）村長の主催する儀式（行事）については、新町において再編する。 

 

21 行政区（行政連絡機構）の取扱い 

（１）区長会との連絡調整については、現行のとおりとし、合併後に区長

会と協議する。 

（２）行政区については、現行の名称及び区域を新町に引き継ぎ、その後

調整する。 

 

22 各種事務事業の取扱い 

22-1 人権政策事業の取扱い 

（１）国連１０年行動計画・実施計画については、合併後、速やかに新

たな計画を策定する。 

（２）同和対策（行政・教育）基本方針については、合併後、速やかに

再編する。 

（３）人権尊重の村宣言については、合併後、新町において再編する。 

 

22-2 女性政策事業の取扱い 

男女共同参画計画に関することは、合併後、速やかに再編する。 

 

22-3 電算システム事業の取扱い 

電算システム事業の取扱いについては、住民サービスの低下を招か

ないよう、合併時に電算システムの統合を図るものとする。 

（１）住民情報システムについては、合併時に統合する。 

（２）住民情報システム以外のシステムについては、各事務事業の一元

化作業により調整を図る。 
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22-4 情報公開、個人情報保護制度の取扱い 

（１）情報公開、個人情報保護制度については、合併時に再編する。 

（２）情報公開・個人情報保護審査会及び情報公開・個人情報保護審議

会については、合併時に再編する。 

 

22-5 広報広聴事業の取扱い 

（１）広報紙については、月１回発行とし、発行日及び配布方法は合併

時に再編する。 

（２）ホームページについては、合併時に再編する。 

（３）要覧については、合併後１年を目途に再編する。 

（４）村長への手紙・Ｅメール・村政モニター制度については、合併時

に再編する。 

 

22-6 国際交流、広域交流事業の取扱い 

（１）国際交流に関する事務の負担金については、合併時までに調整す

る。 

（２）海外派遣事業については、合併後、速やかに再編する。 

 

22-7 消防、防災事業の取扱い 

（１）消防事業 

    ２村に設置されている消防団については、合併時に再編する。 

（２）防災事業 

① 地域防災計画については、合併後、速やかに策定する。なお、

策定までの間は、２村の計画により運用する。 

② 防災会議については、合併時に再編する。 

③ 災害対策本部については、合併時に再編する。 

④ 防災行政無線については、現行のとおりとする。なお、合併後、

段階的に再編する。 
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⑤ 防災訓練については、訓練の実施方法及び内容等、合併後、速

やかに再編する。 

 

22-8 交通対策事業の取扱い 

（１）鉄道会社に対する要望活動については、新町に引き継ぐものとす

る。 

（２）バスの運行については、合併後、速やかに再編する。それまでの

間は、現行のとおりとする。 

（３）交通安全計画については、合併後、速やかに新町交通安全計画を

策定する。それまでの間は、現行のとおりとする。 

 

22-9 住民窓口業務の取扱い 

（１）各種証明書発行については、合併時に再編する。 

（２）窓口延長については、合併時に再編する。 

（３）郵便局における取扱いについては、現行のとおり、都幾川郵便局

のみ実施する。 

（４）電話予約サービスについては、都幾川村の例により、合併時に統

合する。 

 

22-10 国民健康保険事業の取扱い 

（１）国民健康保険税 

① 納期については、７月から２月の８期とし、都幾川村の例によ

り、合併翌年度当初に統合する。 

② 仮算定については、合併年度限りで廃止する。 

③ 税率については、合併翌年度当初に再編する。  

④ 最高限度額については、現行のとおりとする。 

⑤ 軽減措置については、現行のとおりとする。 

⑥ 減免措置については、合併時に再編する。  
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（２）国民健康保険基金 

① 基金については、すべて新町に引き継ぐ。 

② 高額療養費資金貸付については、限度額を見込額の９０％とし、

合併時に再編する。 

③ 出産費資金貸付については、限度額を見込額の８０％とし、合

併時に再編する。 

（３）短期被保険者証については、合併翌年度当初に再編し、資格証明

書については、合併後検討する。 

（４）国民健康保険運営協議会については、合併翌年度当初に再編する。 

（５）出産育児一時金、葬祭費については、現行のとおりとする。 

（６）国民健康保険保健事業 

① 検診等相違のある事業については、合併時に再編する。 

② 保養施設宿泊利用助成については、現行のとおりとする。 

（７）国民健康保険の一部負担金の減免措置については、現行のとおり

とする。 

 

22-11 介護保険事業の取扱い 

（１）第２期介護保険事業計画については、合併翌年度当初に再編する。 

（２）介護保険料の賦課及び納期 

①  第２期介護保険事業計画による第１号被保険者保険料につい

ては、合併翌年度当初に再編する。 

② 第１号被保険者保険料の普通徴収に係る納期については、７月

から２月の８期とし、合併翌年度当初に再編する。 

（３）介護認定審査会については、現行のとおりとする。 

（４）介護システムについては、合併翌年度当初に再編する。 

 

22-12 保健、医療事業の取扱い 

（１）予防接種については、現行のとおりとし、相違のあるものについ

ては、合併時に統合又は再編する。 
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（２）乳幼児及び母子に関する事業については、現行のとおりとし、相

違のあるものについては、合併時に再編する。 

（３）基本健康診査については、平成１９年度当初に再編する。 

（４）がん検診については、現行のとおりとし、相違のあるものについ

ては、平成１９年度当初に再編する。 

（５）その他の検診については、平成１９年度当初に統合又は再編する。 

（６）老人保健機能回復訓練事業については、合併時に統合する。 

（７）個別リハビリ相談については、現行のとおりとする。 

（８）健康教育、健康相談等については、合併時に統合又は再編する。 

（９）腹部超音波検診については、現行のとおりとする。 

（10）よい歯のコンクールについては、現行のとおりとする。 

（11）訪問指導については、合併時に再編する。 

（12）精神保健福祉事業については、現行のとおりとし、相違のあるも

のについては、合併時に統合又は再編する。 

（13）地区組織活動については、新町に引き継ぐものとする。 

 

22-13 障害者福祉事業の取扱い 

（１）障害児（者）生活サポート事業については、合併翌年度当初に再

編する。 

（２）障害者ホームヘルプサービス事業については、合併翌年度当初に

再編する。 

（３）障害者スポーツ・レク交流会については、合併翌年度当初に再編

する。 

（４）身体障害者訪問入浴サービス事業については、合併後、速やかに

再編する。 

（５）重度心身障害者自動車等燃料費助成事業については、合併翌年度

当初に再編する。 

（６）重度心身障害者福祉タクシー利用料助成事業については、合併翌

年度当初に再編する。 
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（７）重度心身障害者医療費支給事業については、現行のとおりとする。 

（８）障害者福祉計画については、合併後、速やかに策定する。 

（９）身体障害者診断書料補助事業については、現行のとおりとする。 

 

22-14 高齢者福祉事業の取扱い 

（１）高齢者保健福祉計画については、合併翌年度当初に再編する｡ 

（２）高齢者慶祝事業については、合併翌年度当初に再編する。 

（３）配食サービス事業については、合併翌年度当初に再編する。 

（４）在宅介護支援センター運営事業については、合併翌年度当初に再

編する。 

 

22-15 児童福祉事業の取扱い 

（１）児童手当については、国の制度のため、現行のとおりとする。 

（２）児童扶養手当については、国の制度のため、現行のとおりとする。 

（３）特別児童扶養手当については、国の制度のため、現行のとおりと

する。 

（４）父子手当支給事業については、合併時に廃止する。 

（５）乳幼児医療費支給事業については、現行のとおりとする。 

（６）児童医療費支給事業については、玉川村の例により、合併翌年度

当初に統合する。 

（７）ひとり親家庭等医療費支給事業については、現行のとおりとする。 

（８）児童相談に関することについては、合併後、速やかに再編する。 

（９）青少年対策に関することについては、合併後、速やかに再編する。 

（10）次世代育成支援行動計画については、合併後、速やかに再編する。 

（11）児童虐待ネットワークについては、合併後、速やかに再編する。 

（12）出産祝い金制度については、都幾川村の例により、合併翌年度当

初に統合する。 
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22-16 保育事業の取扱い 

（１）放課後児童対策事業については、平成１９年度当初に再編する。 

（２）家庭保育室運営補助事業については、合併翌年度当初に再編する。 

（３）特別保育補助事業については、合併翌年度当初に再編する。 

（４）保育料及び保育料の減免については、国の保育所徴収金基準額表

を参考に、合併翌年度当初に再編する。 

（５）公立保育所管理運営事業については、合併翌年度当初に再編する。 

 

22-17 ごみ処理事業の取扱い 

（１）廃棄物処理計画の実施計画については、合併時に再編する。 

（２）ごみの搬出、収集体制については、合併後、速やかに再編する。 

（３）粗大ごみ収集運搬手数料については、合併時に統合する。 

（４）指定ごみ袋制度については、現行のとおりとする。 

（５）ごみ減量化対策事業については、合併時に再編する。 

（６）集団資源回収事業については、合併時に再編する。 

（７）一般廃棄物収集運搬許可については、合併時に再編する。 

 

22-18 環境対策事業の取扱い 

（１）環境保全条例については、合併後、速やかに再編する。 

（２）環境審議会については、合併後、速やかに再編する。 

（３）公害防止協定については、合併時に再編する。 

（４）地球温暖化対策については、合併後、速やかに再編する。 

（５）土砂等による土地の埋立て等の規制については、合併後、速やか

に再編する。 

 

22-19 農林水産業振興事業の取扱い 

（１）農業振興地域整備計画については、合併後、速やかに再編する。 

（２）米生産調整対策事業については、現行のとおりとし、国及び県の

施策動向を見極めながら調整する。 
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（３）森林整備計画については、合併後、速やかに再編する。 

 

22-20 商工、観光事業の取扱い 

（１）融資制度については、合併時までに再編する。また、合併時にお

いて貸付されているものについては、現行の制度を適用する。 

（２）利子補給制度については、玉川村の例により、合併時に統合する。

また、合併時において貸付されているものについては、現行の利子

補給率を適用する。 

（３）商工会については、それぞれの事情を尊重し、統合するよう調整

に努める。補助金については、別途協議の上、合併後に再編する。 

（４）観光協会については、関係する団体と協議し、合併後に再編する。 

（５）祭り・イベントについては、現行のとおりとする。ただし、「木の

むらフェスティバル」及び「玉川まつり」については、合併後、速

やかに再編する。 

 

22-21 勤労者、消費者関連事業の取扱い 

（１）勤労者住宅資金融資制度については、現行のとおりとする。 

（２）消費生活相談については、現行のとおりとする。 

 

22-22 道路、河川事業の取扱い 

（１）道路については、現行のとおり、新町に引き継ぐものとする。道

路新設、改良については、新町建設計画及び既存の整備計画を基に、

合併後、速やかに新町道路整備計画を策定し、計画的に実施する。 

（２）河川については、現行のとおり、新町に引き継ぐものとする。河

川事業については、合併後、速やかに新町河川整備計画を策定し、

計画的に実施する。 

（３）地籍調査事業については、現行のとおりとし、合併後、速やかに

事業計画を策定し、計画的に実施する。 
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22-23 都市計画事業の取扱い 

（１）都市計画審議会については、合併後、速やかに再編する。 

（２）都市計画マスタープランについては、合併後、速やかに再編する。 

 

22-24 水道事業の取扱い 

（１）水道料金等については、現行のとおりとする。ただし、水道使用

証明手数料については、合併時に２村の証明手数料に合わせる。 

（２）後
うしろ

野
の

地区簡易給水施設については、合併後上水道事業に編入する。 

（３）西ノ沢
に し の さ わ

簡易水道、大野
お お の

簡易水道、七重
な な え

簡易水道については、合併

後、再整備を進める。 

 

22-25 下水道事業等の取扱い 

（１）浄化槽市町村整備推進事業計画については、事業区域を新町に引

き継ぎ、合併時に再編する。 

（２）浄化槽市町村整備推進事業施設使用料及び分担金については、現

行のとおりとする。 

（３）浄化槽市町村整備推進事業推進補助制度については、合併時に再

編する。 

 

22-26 学校教育事業の取扱い  

（１）教育委員に関することについては、合併時に再編する。 

（２）学校の施設整備計画については、合併時までに各小中学校の現状

を把握し、合併後、現行の整備計画をもとに中長期計画を作成し対

応する。 

（３）奨学資金については、合併時までに再編する。 

（４）要保護・準要保護児童生徒の就学援助については、合併時に再編

する。 

（５）特殊教育児童生徒の就学補助については、合併時に再編する。 
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（６）遠距離通学費補助については、合併後に再編する。当面は現行の

とおりとする。基準については、通学区域の見直しに併せて検討す

る。 

（７）小・中学校通学区域設定に関することについては、合併後に再編

する。当面は現行のとおりとするが、弾力的な運用に努める。また、

児童生徒数の動向を踏まえ、新町において速やかに小中学校の適正

規模、適正配置の検討と併せ通学区域の見直しを行う。 

（８）語学指導助手に関することについては、合併時に再編する。 

（９）スクールバスの管理運営に関することについては、合併後に再編

する。当分の間は現行のとおりとし、合併後新町において、通学区

域の見直しと併せて検討する。 

（10）就園奨励費援助については、合併時までに再編する。  

（11）私立幼稚園園児保護者補助金については、合併時までに再編する。 

（12）学校給食の実施については、合併翌年度当初に統合する。 

（13）給食会計については、合併後、速やかに統合する。 

 

22-27 生涯学習事業の取扱い 

（１）生涯学習推進計画については、合併後、新町において速やかに計

画を策定する。 

（２）生涯学習推進体制については、合併時は、現行のとおりとし、推

進計画策定後、改めて体制の整備を図る。 

（３）生涯学習施設については、新町において引き続き管理運営する。 

（４）社会教育委員については、合併時に再編する。 

 （５）社会教育関係団体については、団体の意向を踏まえ、合併後、速

やかに再編する。なお、それまでの間は、現行のとおりとする。 

 （６）成人式については、合併後、速やかに再編する。 

 （７）芸術文化については、現行のとおりとし、合併後再編する。 
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 （８）同和教育をはじめとする人権教育推進事業については、新町に引

き継ぎ実施することとし、内容については、合併後、速やかに再編

する。 

 （９）体育協会については、団体の意向を踏まえ、合併後、速やかに再

編する。なお、それまでの間は、現行のとおりとする。 

（10）スポーツ少年団については、団体の意向を踏まえ、合併後、速や

かに再編する。なお、それまでの間は、現行のとおりとする。 

（11）体育指導委員については、合併時に再編する。 

（12）体育祭事業については、合併後、速やかに再編する。なお、それ

までの間は、現行のとおりとする。 

（13）生涯スポーツ大会については、合併後、速やかに再編する。なお、

それまでの間は、現行のとおりとする。 

（14）社会体育施設管理運営については、合併時に再編する。 

（15）公民館設置運営については、合併時に再編する。 

（16）公民館運営審議会については、合併時に再編する。 

（17）公民館事業開催業務については、合併後、速やかに再編する。な

お、それまでの間は、現行のとおりとする。 

（18）図書館の設置運営については、合併時に再編する。 

 

22-28 文化財保護事業の取扱い 

（１）文化財保護審議会については、合併時に再編する。 

（２）国県村指定文化財については、現行のまま新町に引き継ぐものと

する。 

（３）指定文化財保存事業への補助金については、合併後、速やかに再

編する。なお、それまでの間は、現行のとおりとする。 

（４）行政文書の収集、整理、保存については、合併後、速やかに再編

する。 

（５）博物館関連施設の管理運営については、新町に引き継ぐものとす

る。 
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22-29 コミュニティ事業の取扱い 

コミュニティ協議会に関することについては、合併後、速やかに統

合する。 
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 比企郡都幾川村及び同郡玉川村は、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２５２条の２第１項及び市町村の合併の特例に関する法律（昭和４

０年法律第６号）第３条第１項の規定に基づき設置された「都幾川村・玉

川村合併協議会」において、上記のとおり合併に関する協議が整ったので、

ここに調印する。 

平成１７年３月５日 

 

 

都幾川村長          大   澤       堯 

 

 

 

玉川村長           関   口   定   男 

 

 

 

特別立会人 

埼玉県知事          上   田   清   司 

 

 

 

立会人 

都幾川村議会議長       岩   田   鑑   郎 

 

 

 

立会人 

玉川村議会議長        前   田   典   利 
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